
（建設労働者用；日雇型）

労働条件通知書

年 月 日

殿
事業主の氏名又は名称
事業場名称・所在地
〔建設業許可番号 〕
使 用 者 職 氏 名
雇用管理責任者職氏名

あなたを次の条件で雇い入れます。

就 労 日 年 月 日

就業の場所

従事すべき

業務の内容

始業、終業の

時刻、休憩時

間、所定時間

外労働の有無

に関する事項

１ 始業（ 時 分） 終業（ 時 分）

２ 休憩時間（ ）分

３ 所定時間外労働の有無（ 有、 無 ）

１ 基本賃金 イ 時間給（ 円）、ロ 日給（ 円）

ハ 出来高給（基本単価 円、保障給 円）

ニ その他（ 円）

２ 諸手当の額又は計算方法

イ（ 手当 円 ／計算方法： ）

ロ（ 手当 円 ／計算方法： ）

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

イ 所定時間外、法定超（ ）％、所定超（ ）％、

ロ 深夜（ ）％

４ 賃金支払日（ ）－（就業当日・その他（ ））

（ ）－（就業当日・その他（ ））

５ 賃金の支払方法（ ）

６ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（ ））

賃 金

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 厚生年金基金 その他（ ））

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ）

・ 中小企業退職金共済制度（建設退職共済制度を含む。）

（加入している ， 加入していない）

・寝具貸与 有（有料（ 円）・無料）・無

・食費（１日 円）

・その他（ ）

※ 以上のほかは、当社就業規則による。

※ ここに明示された労働条件が、入職後事実と相違することが判明した場合に、あなたが本契約を解除し、

１４日以内に帰郷するときは、必要な旅費を支給する。

※ 本通知書の交付は、労働基準法第１５条に基づく労働条件の明示及び建設労働者の雇用の改善等に関する

法律第７条に基づく雇用に関する文書の交付を兼ねるものである。

※ 労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。



【記載要領】

１．労働条件通知書は、当該労働者の労働条件の決定について権限をもつ者が作成

し、本人に交付すること。

２．各欄において複数項目の一つを選択する場合には、該当項目に○をつけること。

３．破線内及び二重線内の事項以外の事項は、書面の交付により明示することが労

働基準法により義務付けられている事項であること。また、労働者に負担させる

べきものに関する事項、安全及び衛生に関する事項、災害補償及び業務外の傷病

扶助に関する事項、表彰及び制裁に関する事項については、当該事項を制度とし

て設けている場合には口頭又は書面により明示する義務があること。

また、日雇の労働契約についても、労働契約の更新をする場合があるものは、

「期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準」を書面により明示すること

が労働基準法により義務付けられていること。

４．「就業の場所」及び「従事すべき業務の内容」の欄については、具体的かつ詳

細に記載すること。

５．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。

・ 法定超えとなる所定時間外労働については２割５分、深夜労働については２

割５分、法定超えとなる所定時間外労働が深夜労働となる場合については５割

を超える割増率とすること。

・ 破線内の事項は、制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。

６．「その他」の欄については、当該労働者についての社会保険、中小企業退職金

共済制度等の加入状況及び雇用保険の適用の有無のほか、労働者に負担させるべ

きものに関する事項、安全及び衛生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害

補償及び業務外の傷病扶助に関する事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関

する事項等を制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。

また、労働契約を更新する場合があるものについては、「期間の定めのある労

働契約を更新する場合の基準」を記入すること。

（参考） 労働契約法第１８条第１項の規定により、期間の定めがある労働契

約の契約期間が通算５年を超えるときは、労働者が申込みをすること

により、期間の定めのない労働契約に転換されるものであること。こ

の申込みの権利は契約期間の満了日まで行使できること。

７．各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で

就業規則を交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しな

いこと。

＊ この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様

式どおりとする必要はないこと。


